
 

            埼玉県さいたま市見沼区東大宮五丁目32番10号

第34期決算公告             株  式  会  社  秀  文  社

            代 表 取 締 役  矢 嶋  亮 一

 

貸 借 対 照 表 

                   （平成27年9月30日現在）           （単位：円） 

資  産  の  部 負  債  の  部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

 流動資産 【 578,341,012 】  流動負債 【 159,488,984 】

現金及び預金  501,125,038  買掛金   5,884,805  

営業未収入金  36,671,147    親会社未払金   13,321,430  

商品  1,276,874  未払金   45,529,070  

貯蔵品  1,602,111  未払費用   33,492,083  

前払費用  24,368,200    未払法人税等   4,464,100  

繰延税金資産  8,042,615  未払消費税等   26,873,000  

その他  5,640,631  前受金   11,524,496  

貸倒引当金  △ 385,604  賞与引当金   18,400,000  

           

 固定資産 【 902,075,679 】  固定負債 【 22,913,410 】

 有形固定資産 （ 710,369,149 ） 長期資産除去債務   22,719,206  

建物  329,187,937  繰延税金負債   194,204  

構築物  14,756,722      

車両運搬具  1,455,519        

器具及び備品  7,334,888  負債合計   182,402,394  

土地  357,634,083  純 資 産 の 部  

    株主資本   

 無形固定資産 （ 32,455,455 ）  資本金   89,400,000  

ソフトウェア  32,455,399   資本剰余金     

その他  56  資本準備金   0

   その他資本剰余金   0

 投資その他の資産 （ 159,251,075 ） 資本剰余金合計   0

投資有価証券  21,812,528   利益剰余金     

関係会社株式  50,202,800  利益準備金   5,025,000  

出資金  50,000  その他利益剰余金     

長期前払費用  9,549,430   別途積立金   109,500,000  

差入保証金  76,836,317   繰越利益剰余金   1,093,681,501  

その他  1,200,000  利益剰余金合計  1,208,206,501  

貸倒引当金  △ 400,000   評価・換算差額等    

      その他有価証券評価差額金   407,796  

      評価・換算差額等合計   407,796  

     純 資 産 合 計   1,298,014,297  

資 産 合 計   1,480,416,691  負債及び純資産合計   1,480,416,691  



 

 

 

個別注記表   
 

１．重要な会計方針に係る事項 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

① 関係会社株式       総平均法による原価法 

② その他有価証券 

・時価のあるもの       事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は総平均法により算定） 

・時価のないもの       総平均法による原価法 

③ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

総平均法による原価法 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産       定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）について

は定額法）を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 8年～47年 

 

② 無形固定資産       定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利

用可能期間（5年）に基づいております。 

 

(3) 引当金の計上基準 

① 貸 倒 引 当 金       債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

② 賞 与 引 当 金       従業員に対する賞与支給に充当するため、将来の賞与支給見込額のうち当事業年度の負担

額を計上しております。 

(4) 学習塾の売上高の計上基準   授業料収入（講習会収入、諸経費収入を含む）は、受講期間に対応して収益を計上し、教

材収入は教材提供時に、また入塾金収入は現金受領時にそれぞれ収益として計上しており

ます。 

(5) リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっております。 

(6) その他計算書類作成のための基本となる事項 

 消費税等の会計処理      消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており控除対象外消費税及び地方消

費税は、当事業年度の費用として処理しております。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

(1) 有形固定資産の減価償却累計額  510,106千円 

(2) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。 

 短期金銭債権 2,240千円 

 短期金銭債務 1,425千円 

 

３．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因 

繰延税金資産（流動） 

賞与引当金繰入超過額 6,083千円 

貸倒引当金繰入超過額 217千円 

未払事業所税否認 660千円 

未払社会保険料否認 847千円 

未払企業年金掛金否認      235千円 

  計 8,042千円 

繰延税金負債（固定） 

その他有価証券評価差額金   △194千円 

  計   △194千円 

繰延税金資産の純額     7,848千円 

 

 

 



 

４．資産除去債務に関する注記 

  店舗について、建物所有者との間で不動産賃借契約を締結しており、賃借期間終了時 

 に原状回復する義務を有しているため、契約及び法令上の義務に関して資産除去債務を 

 計上しております。 

(1) 資産除去債務の金額の算定方法 

    資産除去債務の見積りにあたり、使用見込期間は15年、割引率は1.128％を採用 

   しております。 

(2)当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減 

期首残高（注） 23,966千円 

新規契約による増加額 333千円 

時の経過による調整額 332千円 

資産除去債務の履行による減少額 △1,912千円 

当事業年度末残高           22,719千円 

 

５．関連当事者との取引に関する注記 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

属 性 会社等の名称 
資本金又は
出 資 金 
（ 千 円 ） 

事 業 の
内 容
又は職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 係 内 容 

取引の内容
 

取引金額
（千円）

科 目 
 

期末残高 
（千円） 役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社 
株式会社
学研塾ﾎｰﾙ
ﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 

10,000 
教育 

ｻｰﾋﾞｽ業
被所有直接

100
－ － 

経営指導
他 

7,560 未 払 金 1,087 

親会社 
株式会社
学研塾ﾎｰﾙ
ﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 

10,000 
教育 

ｻｰﾋﾞｽ業
被所有直接

100
－ － 

出張交通
費 

211 － － 

親会社 
の子会
社 

株式会社
学研ｴﾃﾞｭｹ
ｰｼｮﾅﾙ 

50,000 
教育 

ｻｰﾋﾞｽ業
－ － － 

教材の仕
入 他

6,579 未 払 金 85 

親会社
の子会
社 

株式会社
学研ｴﾃﾞｭｹ
ｰｼｮﾅﾙ 

50,000 
教育 

ｻｰﾋﾞｽ業
－ － － 

賃借料収
入 他

784 － － 

 

(2) 子 会 社 等 

属 性 
会社等の
名 称 

 
資本金又
は出資金 
(千円、Ｓ＄) 

事 業 の
内 容
又は職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 係 内 容 

取引の内容
 

取引金額
（千円）

科 目 
期末残高 
( 千 円 ) 役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社 
ＷＡＳＥＤＡＳＩ
ＮＧＡＰＯＲＥＰ
ＴＥ．ＬＴＤ． 

120,000 学 習 塾
所有

直接100
－ 

教材の
販売 

立 替 金 10,839
流動資産
そ の 他 

2,240 

 

６．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 8,653円42銭 

(2) １株当たり当期純利益金額 188円66銭 

 

 

 

 


